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Abstract
“The modern tobacco war,” which was triggered by various articles on the hazardous effects 

of cigarette smoking in popular magazines and newspapers early in the 1950s, is still going on in 
the 21st century. At the outset of the war, the cigarette industry came under three major attacks:
① Smoking and Health, a “Report of the Advisory Committee to the Surgeon General of the 
Public Health Service,” which admitted “officially” the relation between cigarette smoking 
and serious diseases like lung cancer and emphysema, ② “the Federal Cigarette Labeling and 
Advertising Act of 1965,” which required cigarette companies to attach “a caution label” to each 
package, and ③ “the Public Health Cigarette Smoking Act of 1969,” which banned cigarette 
commercials on TV and radio.

The companies, on the contrary, refuted indirectly the allegation that cigarette smoking was 
harmful to smokers' health, saying that it had not been proven yet, while they tried to minimize 
smokers' fears by manufacturing filter-tipped and low-tar cigarettes. They also advertised their 
products as healthy goods by showing young healthy athletes enjoying cigarettes in printed 
media or billboards. No one could declare exactly how effective these strategies were, but it 
was at least clear that the cigarette companies could avoid an extreme downturn in the amount 
of cigarette production through the 1970s. The American cigarette industry, as a whole, 
manufactured about 506 billion cigarettes in 1960, about 562 billion cigarettes in 1970, and 
about 714 billion cigarettes in 1980 despite a small decrease in the percentage of Americans who 
smoked.

 In the 1980s, however, the industry struggled with adverse circumstances again. This time 
“war fronts” were established around two issues: involuntary (passive) smoking and nicotine 
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はじめに

　1950年代前半に、それまで蓄積されてきた喫煙
による健康被害についての医学的および科学的研
究の成果を、一般の雑誌や新聞がいっせいに取り
上げたことによって始まった「現代タバコ戦争」
は、21世紀になった今もつづいている。この戦争
の初期に連邦レベルで起こった反タバコの大きな
動きとして、喫煙と肺ガンなど疾病との因果関係
を連邦政府が公式に認めた1964年の「喫煙と健康
―公衆衛生局医務長官諮問委員会報告書―」の公
表、そしてこれがきっかけで成立した喫煙に対す
る注意文をパッケージに表示する義務を負わせ
た1965年の「連邦紙巻きタバコ表示広告法」(the 

Federal Cigarette Labeling and Advertising Act)と、
テレビやラジオによるタバコ広告を禁止した1969

年の「公衆衛生紙巻きタバコ喫煙法」(the Public 

Health Cigarette Smoking Act)の成立があった。1

　一方、タバコ業界はこれらの「攻撃」によって
大きな痛手を受けることが予想されるなか、喫煙
と疾病の因果関係を「いまだ証明されていない」
と間接的に否定しながら、フィルターつきのもの
や低タール・低ニコチンの製品を増産したり、さ
らには若いアスリートが登場する健康をイメージ

させる広告を、雑誌や野外看板などを使って行う
ことで対抗した。このような戦術が、どの程度効
果的であったのかを正確に述べることはできない
が、紙巻きタバコの国内消費量は、1980年までに
やや落ち込んだものの製造量は増えつづけたので
ある。2

　現代タバコ戦争における初期段階での危機を乗
り越えたタバコ業界ではあったが、1980年代に入
ると新たな危機に直面するようになった。今回
は、二つの要因が逆風になるのだが、それらはニ
コチン依存と受動喫煙の問題で、両者とも1970年
代の初頭から議論されるようになっていた。そし
て、ニコチンは依存作用を引き起こす物質である
ことが1988年に、さらには受動喫煙が非喫煙者の
健康に悪影響をおよぼしうることがそれよりまえ
の1986年に、それぞれ発表された「公衆衛生局医
務長官報告書」のなかで、連邦政府の公式見解と
して認められたのである。
　本稿の目的は、ニコチン依存と受動喫煙の問題
がアメリカ社会において歴史的にいかに語られて
きたのか、そしてそれらの問題がどのような研究
成果を踏まえて「公衆衛生局医務長官報告書」で
取り上げられるようになったのかを考察すること
である。また、これらの報告書に示された見解は、

addiction (dependence). In 1986 the U. S. Surgeon General of the Department of Health 
and Human Services, C. Everett Koop, publicized his report, The Health Consequences of 
Involuntary Smoking, in which he declared “involuntary smoking is a cause of disease, incluging 
lung cancer, in healthy nonsmokers.” Two years later Koop publicized another report, The 
Health Consequences of Smoking: Nicotine Addiction. In this report he declared that “nicotine 
is the drug in tobacco that causes addiction,” so cigarette and other tobacco products were 
addicting.

The “official” stance of the federal government on the dangers of involuntary smoking 
and nicotine addiction was the real threat to the cigarette industry, because it flatly denied what 
cigarette companies had long advocated: “smoking is a voluntary and free activity.” Nicotine 
addiction made smokers keep smoking, which refuted the idea that smoking was a voluntary 
activity. Also the danger from involuntary smoking made it refutable that smoking could be 
always and everywhere done freely.

In this paper, I would like to historically examine how involuntary smoking and nicotine 
addiction had been discussed, and what the Surgeon General's Reports in 1986 and 1988 have 
meant in the modern tobacco war.
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喫煙は個人の自発的で自由な行為であると長年タ
バコ会社が述べてきた主張を説得力に欠けるもの
としたのだが、この点についても論じてみたい。

Ⅰ：「自発的で自由な行為」としての
喫煙

　連邦紙巻きタバコ表示広告法によって、1966年
1月1日から紙巻きタバコのパッケージに、「注

﹅ ﹅

意
―紙巻きタバコの喫煙はあなたの健康に危険を
もたらすか

﹅ ﹅ ﹅ ﹅ ﹅ ﹅

も知れない（傍点は筆者）」(Caution: 

Cigarette smoking may be hazardous to your health.)

という文言の表示が義務づけられた。確かに、こ
れは「警告」(warning)というよりも「注意」(caution)

であり、助動詞“may”を使用したため「かも知れ
ない」と断定表現を避けた曖昧な内容であった。
しかし、この「注意文」がひとたび表示される
と、タバコを吸うか吸わないかは喫煙者の「情報
に基づく自発的な選択」によって決められ、そこ
では自らの意志が何よりも優先されるべきとする
タバコ業界の主張に一定の説得力が生じたのであ
る。3 立法提案者の1人だったマグナスン(Warren G. 

Magnuson)連邦上院議員も、「この表示はそれを目
にするすべての人（喫煙者）に対して、喫煙は自
らの意志と責任で行う自由な行為であることを通
告するもの」という見解を述べている。4

　喫煙が「自発的で自由な行為」であるという考
え方は、アメリカ社会において伝統的に支持され
てきた個人主義的価値観に裏打ちされたもので、
公的医療保険制度が長年確立されてこなかったこ
とも、そのような価値観を生みだした政治文化が
背景にあったと思われる。アメリカ人の多くが、
「アメリカは自由な国で、これは俺の体だ。放っ
ておいてくれ！」と叫ぶ喫煙者の言葉を、たとえ
それがタバコ会社による作文だったとしても、長
い間受け入れてきたことは事実であった。5 もし
喫煙で健康を損ねたとしても、それは喫煙者が自
ら選択した行為によって生じたものという考え方
が、広く支持されてきたのである。
　そのような状況であったため、依存作用を生
むと考えられたニコチンの含有量を操作したこ
とや、判断力に乏しいとされる若年層を標的に

する販売戦略について述べられたタバコ会社の機
密文書が、裁判の過程や内部告発によって白日の
もとに曝されるようになっていた1997年の時点で
も、喫煙者に自らの不健康に対する責任があると
考える世論は、タバコ会社にあるとするものより
もはるかに大きかった。その結果、紙巻きタバコ
の製

プロダクツ・ライアビリティ

造物責任を問う訴訟は、喫煙者やその遺族に
よって1950年代中頃から起こされはじめ1990年代
初頭には数百件に達していたが、タバコ会社は1

セントたりとも賠償金を支払うことはなかったの
である。6

　紙巻きタバコが流行しはじめた20世紀の初頭以
来、タバコ業界は喫煙が自発的で自由な行為であ
るというメッセージを発信しつづけてきた。この
メッセージは、1920年代に目立つようになった女
性に向けた紙巻きタバコ広告のなかにまず現れた
のだが、その背景として彼女たちを取り巻く状況
の変化があった。そもそも既婚女性にとって、家
庭という私的空間は留まるべき「領

スフィアー

域」であり、
家事と育児に専心するのは「女性の美徳」である
という考え方が、19世紀の中頃以降中産階級を中
心としたアメリカ社会で信奉されてきた。「ヴィ
クトリア時代の道徳観」とも呼ばれたそのような
考え方を押しつけた男性たちは、自らの不道徳な
生活習慣を省みることもなく、女性には「純真、
健康、清潔、禁欲」を尊ぶ人格と、喫煙や飲酒を
慎む生活を求めたのである。7

　しかし、第一次世界大戦終結後の解放感と大都
市を中心に出現した大衆消費社会の活気は、女性
を取り巻く堅苦しい雰囲気を徐々に変えはじめた
のだが、その変化を感じとったタバコ会社は、市
場拡大のためタブー視されてきた女性をターゲッ
トにした広告を行うようになった。8 このとき、
広告のなかで彼女たちに向けて強く訴えられたの
が、紙巻きタバコの喫煙は自発的で自由な行為で
あるというメッセージだった。つまり、喫煙は「自
由や平等という価値観を最も象徴的に表現する行
為」であるとともに、古い道徳観からの解放や男
性との平等を求める進歩的な女性たちによる意思
表示でもあった。当時、紙巻きタバコが彼女たち
によって「自

トーチ・オブ・フリーダム

由の松明」に喩えられたのも、その
ような状況を反映してのことだった。9
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　タバコ会社が市場の拡大を図る上で、喫煙が自
発的で自由な行為であると訴えかけたのは女性だ
けではなかった。それは若い人たちで、常に新し
い喫煙者を必要としていたタバコ業界にとってき
わめて重要な販売促進対象者であるが、彼らへの
働きかけは女性以上に問題視されてきた。事実、
アメリカでは1890年までに21州において、また
1920年までにはヴァージニアとロードアイランド
を除くすべての州で「マイナー」（年少者）への
紙巻きタバコ販売が、そして州によっては公の場
における彼らによる喫煙が違法行為とされたので
ある。ちなみに、当時この「マイナー」とは、多
くの州では16歳以下の少年と少女であると定義さ
れていた。10

　したがって、タバコ会社は表向きには少なくと
もマイナーよりも数歳年上の「若

ヤング・アダルト

い成人」を販売
対象にしているという立場を長年取りつづけてお
り、そうすることで、マイナーを標的にしている
のではという批判をかわそうとしてきた。1980年
代に作成されたタバコ会社の内部資料によると、
若い成人とは「24歳までの若者」を指すが、何歳
以上とは書かれていなかった。実際、「この年齢
以降に喫煙を始める者は［喫煙者全体の］5%のみ」
であったため、若い成人の年齢は低いほど望まし
いというのが業界の本音であった。11

　実際、「将来の愛煙家」になりうるマイナーへ
の働きかけは古くから行われており、20世紀への
転換期、その代表的なものは「シガレット・カー
ド」と呼ばれる絵や写真が印刷された厚紙片だっ
た。もともとこのカードは、丈夫ではなかったパッ
ケージを補強するために用いられたもので、当初
はセクシーな女性が描かれるなど成人男性向けに
作られることが多かった。しかし、その後紙巻き
タバコ購入者の子供たちを念頭においたカード、
具体的には動物、鳥類、万国旗、船舶、歴代の大
統領などのシリーズものが登場したのだが、なか
でもスポーツ界のヒーローが描かれたものは、彼
らに紙巻きタバコへの興味を抱かせるきっかけに
なった。12 いずれにしても、タバコ業界にとって
は若い人たちに喫煙を始めさせることが自らの存
続に不可欠であるということは、昔も今も変わっ
ていない。

　ところで、喫煙を初めて体験したときやその後
しばらくのあいだ、鼻や喉、さらに煙を吸い込む
場合は呼吸器に違和感や不快感を経験する人が圧
倒的に多いと言われている。それにもかかわらず、
初心者が喫煙をやめようとしない理由は、「それ
（喫煙）によって得られる心理的効果に満足する」
からだ。ここで言う「心理的効果」とは、喫煙に
よって同世代の若者たち、特に周囲にいる異性か
ら、自分が成熟した大人として魅力的に見られて
いると思い込むことによって得られる自己満足感
を意味するのである。Ｒ．Ｊ．レイノルズ社の内
部資料のなかでは、この「成熟した大人」から連
想されるものとして、「自由」とか「自立」など
の価値意識が具体的に言及されている。13 このよ
うに、背伸びをする傾向にある若い人たちに対し
てタバコ会社がとった戦略は、喫煙を「自由な行
為」としていちづけるとともに、誰からも束縛を
受けけない「自立した大人の嗜み」であると仄め
かすことであった。14

　これらの点を最も象徴的に表したものが、フィ
リップ・モリス社が作成した「マルボロ・マン」
の登場する広告であろう。このタバコ会社は1847

年にタバコ販売店としてロンドンで誕生し、約10

年後に紙巻きタバコの製造を始めたが、19世紀を
通して規模は小さいままであった。1902年、フィ
リップ・モリス社は大西洋を渡ってニューヨーク
市へと進出し、1924年に「マルボロ」の製造を開
始したのである。その後、この銘柄は刺激の比較
的弱い葉タバコをブレンドして「軽い」製品に仕
上げられ、「5月のようにか

マ イ ル ド

ろやか」というコピー
を採用したり、口紅の色を隠すために吸い口に色
紙を使用するなど、1930年代にはタブー視されて
いた女性向けのものとして作られるようになっ
た。15 しかし、当時「ラッキーストライク」、「キャ
メル」、「チェスターフィールド」が三

ビッグ・スリー

大銘柄とし
て強固な壁を築いており、マルボロの市場占有率
は1%にも届かなかった。
　その後1950年代になって、喫煙と肺ガンや肺気
腫など疾病との因果関係が、学会誌や医学専門誌
だけではなく一般の雑誌や新聞、さらにはテレビ
やラジオによって広く伝えらると、紙巻きタバコ
の消費量は1953年から翌年にかけて、20世紀初頭
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以来初めて減少に転じたのである。この危機にさ
いして、フィリップ・モリス社は生き残りをか
け、マルボロに大きな変更を行うことを決定し
た。その指揮を執ったのは、後に社長に就任する
こととなる広告代理店出身のワイスマン(George 

Weissman)だった。彼は市場および世論調査の専
門家や経営コンサルタントなどを招いてチームを
編成してこれを進めたのだが、最大の変更点は販
売対象者をそれまでの女性ではなく男性にすると
いうものであった。16

　マルボロの「性転換」に関し、まずこのタバコ
をフィルターつきにして安全性を強調すること、
次にイギリスから取り寄せた機械が製造するより
丈夫な押

フリップ・トップ

し上げ蓋式のボックス型にパッケージを
変えること、そしてそのパッケージには白と赤を
基調とした配色を採用することなどが決められ
た。広告に関しても、当然男性をターゲットにし
たものになったが、1954年にそこへ登場したのは
「船長、スポーツ選手、鉄砲鍛冶、カウボーイな
ど腕にした入れ墨を見せびらかす」、つまり男ら
しさをアピールする人たちだった。17 そのなかか
ら、最終的にカウボーイが生き残り、彼がフィリッ
プ・モリス社の運命を握ることになったのである。
　カウボーイに扮したマルボロ・マンが、「大草
原、山岳地帯、渓谷を舞台に、家畜を放牧したり
馬にロープをかける姿」は、電波広告が禁止され
る1971年1月1日まではテレビを中心に、そしてそ
の後は主に雑誌や野外看板によって伝えられた。
この「マルボロ・カントリー」を馬で駆けめぐる
孤高のカウボーイが表象するものは、社会や組織
などによって束縛を受けることのない「自由」や
「自立」といった、多くの人たちが思い描く「20

世紀に顕在化する官僚化や都市化以前にあったと
される価値観」だった。18 カウボーイが鞍の上で
紙巻きタバコを格好良く吸う姿は、思春期の若者
たちが憧れる独立独行の精神で生きぬく男を連想
させるもので、喫煙はまさにそのような大人にな
るための「通過儀礼」であった。19

　このようなマルボロ広告の効果は、すでに述べ
た製品そのものの変更とあいまって、誰もが予想
しなかったインパクトを市場に与えることとなっ
た。さらに、このタバコは男性だけではなく女性

―その多くがマルボロ・マンのような男を好む
であろう女性―の間でも売上げを伸ばしたた
め、1974年には最も売れる銘柄だったＲ．Ｊ．レ
イノルズ社製の「ウィンストン」に並び、1985

年には市場のほぼ21%を占めるにいたったあと
も、ほかの銘柄を引き離して首位の座を守りつづ
けた。その結果、マルボロが男性用に転換され
た1954年に国内第5位の紙巻きタバコ会社だった
フィリップ・モリス社は1971年に第2位へ、そし
て1983年には1958年以来首位を守ってきたＲ．Ｊ．
レイノルズ社を抜いて第1位の市場占有率を誇る
タバコ会社になったのである。20

Ⅱ：ニコチンの依存性

　前節で述べたように、喫煙が自発的で自由な行
為であると訴えるタバコ会社の販売戦略は、長年
にわたり一定の効果を保ちつづけてきたと思われ
る。しかし、1970年代以降このような戦略を取り
つづけることを困難にする状況が生じたのであ
る。それはニコチンの依存性と受動喫煙の危険性
に関する研究が進んだことで問われはじめた、喫
煙が自らの意志によるものとか、どこででも自由
に行える行為であるという考え方に対する疑問で
あった。そこで、本節ではニコチンの依存性につ
いて、そして次節では受動喫煙について歴史的な
考察をしてみたい。
　そもそもニコチンは、葉タバコにはじめから
存在する物質であると長年語られてきたが、そ
の抽出が可能になるのは19世紀初頭だった。21 そ
れを最初に試みたのは、イタリア人化学者チェリ
オリ(Gaspare Cerioli)とフランス人化学者ヴォーク
ラン(Louis-Nicolas Vauquelin)で、彼らは1807年と
1809年に行った実験によって、葉タバコに含まれ
る活性アルカロイドを油の形態で取りだすことに
成功した。しかし、これには不純物が多く含まれ
ており、純粋なニコチンを抽出したことにはなら
なかった。その後1820年代になって、ドイツ人化
学者ヘルムブシュタット(S. F. Hermbstadt)、医師
ポッセルト(Wilhelm Posselt)、化学者ライマン(Karl 

Reimann)などによる実験において、ニコチンが「完
全に純粋な形」で抽出されたのである。22
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　ニコチンに関する研究は19世紀中頃から本格的
に行われるようになったが、この物質がＤＤＴの
実用化まで殺虫剤として使用されていたことから
連想されるように、動物実験によって毒性効果を
確かめるものが多かった。23 これと並行して、タ
バコ使用が人体に与える影響について論じられ
たこともあり、ときにはこれが咽頭ガンや舌ガン
などを引き起こす物質であると主張されること
もあったが、この点に関する研究は進まなかっ
た。しかし、19世紀末に始まった「反紙巻きタバ
コ運動」のなかで、一部の指導者がこの物質を疾
病との関係ではなく依存作用の観点から言及した
ことは注目に値する。24 例えば、1893年にニュー
ヨーク市の教育委員長であったハベル(Charles 

Hubbell)は、ニコチンがマイナーの人格形成に悪
影響をおよぼすものとして、「彼らはニコチンに
対する抵抗しがたい欲求を満足させるため、少額
のお金を盗むだけではなく親や先生や友人たちに
平気で嘘をつく。ニコチンによって思考が麻痺し
た彼らは勉強も労働もせず、ただテーブルのまえ
に無気力に座っているだけで、向上心も見られな
い」と警告している。25

　 ま た、1899年 に 結 成 さ れ た「 ア メ リ カ
反
ア ン チ ・ シ ガ レ ッ ト ・ リ ー グ

紙巻きタバコ連盟」の役員で、当時開学まもな
いスタンフォード大学の初代学長を務めていた
ジョーダン(David Jordan)も、ニコチンは「神経障
害の原因になる薬物」であり、「服用することで
それ自体が引き起こす苦しみを一時的に和らげる
かも知れないが、効果が薄れてくると苦しみは再
発する」と指摘している。彼にとってニコチンは、
「酒類そしてコカインやアヘンなどの麻薬と同様
に、禁断症状を招く物質」だったのである。26

　ここで引用したハベルやジョーダンの主張は、
喫煙によるニコチンの摂取が人間の健全な成長だ
けではなく、日常生活にも悪影響をおよぼす「依
存」につながるという警告で、これは主に喫煙者
の日々の行動を観察することによって導き出され
たものだった。したがって、喫煙に関する医学的
および科学的研究が本格化する以前の時代におい
て、この物質が道徳的に、そしてときには情緒的
に、タバコ使用に反対する人たちによって語られ
ていた印象は否めなかった。

　ニコチンが依存性物質であるという見解は、そ
の後も引きつづき示された。大恐慌の時代、ほ
とんどすべての産業が打撃を受けるなかにあっ
て、紙巻きタバコの消費量が落ち込むことはな
かった。当時経済記者だったコネリー (Edward 

Connelly)は、「景気が良いときも悪いときも、ニ
コチンがもつ依存という特性のおかげで、人びと
は紙巻きタバコの喫煙を、食事と同様日常生活の
なかで不可欠な行為と思い込んでいるようだ」と
記述した。また、ハーバード大学のボーデン(Neil 

Borden)教授も、「この物質（ニコチン）が習慣的
使用を生みだすため、たとえ収入が減っても切り
捨てられることがない紙巻きタバコには、堅調な
需要が見込まれる」と述べている。27

　このように20世紀の中頃までは、ニコチンが嗜
癖誘導物質として語られる場合でも、道徳的な観
点や経済的な視点から論じられるものが多く、そ
れらが反タバコ派の関心を呼ぶことはあっても、
一般の人たち、とりわけ喫煙者に注目されること
はほとんどなかった。しかし20世紀の中頃以降、
喫煙が肺ガンなどさまざまな疾病の原因になると
する研究結果を多くの国民が知るようになり、状
況は変わりはじめたのである。
　ニコチンに関する議論の中心になったのは、喫
煙という行為が「習慣」なのか、それとも「依存」
なのかという点であった。28 前者の立場にたった
のがタバコ業界の関係者で、彼らはタバコ使用が
自発的な行為であるためいつでもやめられるとし
た上で、そもそも習慣は悪いものとは限らない点
を強調した。業界関係者は、依存ではなく習慣で
あることの根拠として、禁煙を試みてそれを実現
した人が多数いる状況を挙げた。29 さらに彼らは、
喫煙は食事と似ており、例えば痩せたいと願う人
のなかにも、カロリーは高いが美味しそうな料理
に出会ったら我慢する人がいる一方でつい食べて
しまう人もいるが、たとえ食べたとしても、その
行為は「依存」と言うほど大げさなものではなく、
たんなる美食習慣であると主張した。30

　他方、タバコ使用に警鐘を鳴らす人たち―医
師や研究者の多数派、政府の公衆衛生担当者、ガ
ンや心臓病などの患者や家族など反タバコ派―
は、後者の立場にたった。彼らは、タバコには依
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存作用を引き起こすニコチンが含まれており、喫
煙が意志の力によって制御されうるものとは限ら
ないと主張した。さらに反タバコ派は、「すべて
の喫煙者がタバコの虜になり、誰1人として禁煙
できない状況」のみを依存とする議論を、あまり
にも極端なものとして否定したのである。
　その論拠の一つとして、ベトナム戦争体験者で
ヘロイン依存症と診断された者の70%以上が、自
らの意志の力、カウンセリングやリハビリや投薬
などの医療措置、そして周囲の人たちの励ましな
どによって、帰還後にその使用をやめることがで
きたのであるが、この物質は法律的にも医学的に
も社会的にも依存性薬物として認知されている点
を反タバコ派は挙げている。つまり、彼らにとっ
て依存とは「使用をやめることがまったくできな
い状態ではなく、それが困難な場合」を指すもの
で、喫煙はまさにこれに該当する行為であるとし
た。31 実際、紙巻きタバコを吸いはじめて間もな
い者にとって、喫煙をやめるのはそれほど困難な
ことではないが、長年一定以上の本数を毎日吸っ
てきた、つまり大量のニコチンを摂取しつづけて
きた人が禁煙を試みても、その多くが失敗に終わ
る現実を捉えて、反タバコ派はそのように結論づ
けたのである。32

　テリー医務長官が1964年に公表した報告書で
は、ニコチンによる作用が「依存」ではなく「習慣」
といちづけられていた。そのなかで、「タバコの
習
﹅ ﹅ ﹅

慣的使用は、主として精神的および社会的要因
によるもの（傍点は筆者）」という解釈が示された。
したがって、「タバコの生物学的影響はコーヒー
と同じで、モルヒネ、酒類、バルビツル酸誘導体、
そしてそのほか多くの潜在的に依存性をともなう
麻薬によって生みだされる影響とは異なる」とい
うのが、当時のニコチンに対する厚生省の公式見
解であった。33

　ニコチンの特質についての議論と並行して、こ
の物質に関する化学的研究も行われた。確かに、
ニコチンが脳に作用することは20世紀中頃までの
研究で指摘されていたが、その詳細、つまり「ニ
コチンが何にそしていかに作用するのかについて
は十分解明されていなかった」のである。34 しか
し、その後薬理学や脳科学の研究が進み、最終的

にこの物質によって依存作用が引き起こされる
メカニズムが明らかにされるようになった。そ
れによると、1本の紙巻きタバコに含まれるニコ
チン―銘柄によって0.5㎎から2.0㎎程度と異な
る―のおよそ20%が煙とともに肺のなかへ吸い
込まれたあと、血液を介して8秒以内に脳へ運ば
れてそこに溜まるというのだ。脳へ運ばれたニコ
チンは、血管と脳の間にある障壁を越えてニコチ
ン性アセチルコリン受容体に作用し、中枢神経の
ドーパミン神経系を活性化させることで依存性
―実際には快感をもたらす覚醒作用―を生み
だすという事実が明らかにされた。35

　さらに、薬物動態学や薬効学などの分野でも研
究が進み、ニコチンの依存作用に関連するさまざ
まな影響―例えば自己管理能力の減退、使用
停止後に起こる禁断症状をともなう精神状態の変
化、薬物依存に対する耐性限界量の増加など―
にも焦点が当てられるようになった。このような
1980年代にかけて公表されてきた研究成果を踏ま
えて、ニコチンは依存性物質であることを厚生省
として公式に認めたのが、クープ(Everett Koop)医
務長官によって公表された1988年の「公衆衛生医
務長官報告書」だったのである。
　『喫煙が健康におよぼす影響―ニコチン依存
症―』という表題がついた600頁を超えるこの
報告書では、さまざまな角度からニコチンがおよ
ぼす影響についての分析がなされている。報告書
全体の概要が書かれた第1章につづく第2章では、
「ニコチンはすべての形態のタバコに含まれてお
り、無煙タバコの場合は口や鼻から体内へ取り込
まれ、血液を通って脳へ運ばれる」ことなどが描
かれている。第3章と第4章では、この物質が依存
性物質であること、そしてその依存作用を生じさ
せるメカニズムが詳細に説明されている。次の第
5章では、ニコチンの依存性とヘロインやコカイ
ンなどの薬物によるものとがほぼ同じで、いった
ん使用をやめることができても「再発」する可能
性がともに高いことが述べられている。第6章で
は、長年喫煙してきた人は、禁煙することでニコ
チンの吸収を途切れさせたときよりも喫煙によっ
てそれを補給したときのほうが感覚は鋭くなった
と錯覚するかも知れないが、それは一時的な覚醒



8 岡　本　　　勝

現象であって、全般的な認知機能の改善にはなら
ないことが論じられている。さらに第7章では、
ニコチン依存は医療対応が可能であることを前提
に、例えばガムを使った置換療法が禁断症状の緩
和に効果的であることなどが説明されている。そ
してこれらの章を踏まえて、「ニコチンはタバコ
に含まれる薬物であり、ヘロインやコカインと酷
似している」と結論づけられている。36

　クープ医務長官によってこの報告書が公表さ
れた1988年、「アメリカ精

サイキアトリック・アソシエーション

神 医 学 会」など国
内の専門家集団もニコチンが依存作用を引き起
こす物質であると結論づけており、さらには
「世
ワールド・ヘルス・オーガニゼーション

界保健機関」も同様の立場にたった。しかし
ながら、このような見解が多方面から出されても、
タバコ会社が直ちにそれを認めることにはならな
かったし、喫煙による健康被害は会社側の責任で
あるという世論が支配的になることもなかった。
このことは、喫煙者自身やその家族や遺族が、健
康を損ねたことに対する賠償を求めてタバコ会社
を訴えた裁判の結果にも、依然として表れている。
すでに述べたように、1950年代の中頃に始まるそ
のような裁判においてタバコ会社敗訴の判例はな
かったし、これは1980年代でも変わらなかった。
その背景として、裁判に参加した陪審員つまり一
般市民の多くが、喫煙をやめられない人を「依存
症者」ではなく、やはり「意志薄弱者」と考えて
いたことがあったと思われる。
　それを象徴的に物語るものに、およそ40年に
およぶ喫煙が肺ガンを発症させたとしてチポロ
ン(Rose Cipollone)という女性が、リゲット＆マイ
ヤーズ社など複数のタバコ会社を相手取って1983

年に起こした訴訟があった。タバコ会社の警告懈
怠などを訴えた原告側の証人としてこの裁判へ出
廷した精神医学者のジャフィ (Jerome Jaffe)は、死
の直前のチポロンに1時間以上面談し、その結果
を踏まえて「ローズは情報が与えられた上で［喫
煙を］自ら選択したのではなく、重度のニコチン
依存からそれをやめることができなかった」と証
言したのである。37

　これに対してタバコ会社は、チポロンはパッ
ケージに印刷された表示と新聞や雑誌の記事など
によって、喫煙が健康に悪影響をおよぼす可能性

のあることを十分に認識しており、喫煙をやめる
ことが可能であったにもかかわらず、自らの意志
でそれをつづけたものと反論した。1988年、11人
の陪審員は1984年に本人が死亡したあとも裁判を
継続していた夫アントニオ(Antonio Cipollone)へ、
損害賠償として40万ドルを支払うようにという評
決をくだした。その一方で、チポロンの肺ガン死
は「自分で選択した行為の結果であり、責任の
80%は自らが負うべき」という一見矛盾する判断
もしている。38 ちなみに、アントニオへの賠償金
を認めた評決は1990年に控訴審で覆されてしまっ
たため、ここでもタバコ会社は1セントたりとも
支払うことはなかった。
　1980年代末までに、個人がタバコ会社を訴える
手続きはしばしばとられたが、実際審理がなされ
ても起訴されない場合も多くあり、たとえ裁判に
いたったとしても、喫煙者よりも大きな責任を会
社側に負わす判決がくだされることは皆無であっ
た。通常、事件や事故の「犠牲者」には同情が寄
せられるものだが、当時喫煙者がそのように扱わ
れることはなかったのである。39

Ⅲ：迷惑行為としての喫煙

　喫煙が自発的で自由な行為であるとするタバコ
業界の主張に疑問を投げかけるようになった要因
として、前節ではニコチンの依存作用について論
じたが、ここではもう一つの要因である受動喫煙
について考えてみたい。40 この問題が注目される
と、喫煙者は犠牲者としてはますます見られなく
なるばかりか、今度は加害者にされはじめるので
あった。元来、パイプ・タバコや葉巻などの有煙
タバコから出てくる紫煙は目に見えるし鼻で嗅げ
たため、喫煙者の近くにいれば自分がそれに曝さ
れていることを容易に自覚できたことから、受動
喫煙は紙巻きタバコが出現する以前から意識され
ていたと言える。
　しかし、パイプ・タバコと葉巻は使用するのに
手間暇がかかることや、携行可能な安全マッチが
出回っていなかったことなどが理由で、家庭や職
場以外の場所においては嗜みにくいものとして扱
われ、外出先では無煙の噛みタバコや嗅ぎタバコ
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を用いる者が多かった。ちなみに、噛みタバコは
手軽に楽しめたため、1922年頃まで最も使用され
た形態であった。41 ところで、紙巻きタバコが流
行するまえのアメリカは一部を除いて都市化が本
格的に始まる以前の社会で、酒場のような喫煙者
が集まる場所は限られており、閉ざされた空間で
見ず知らずの他人が吸うタバコの煙に長時間曝さ
れることは相対的に少なかった。その結果、もし
受動喫煙が意識されるとすれば、それは家庭や職
場など身近な人たちがいる空間が多かったため、
広く社会で問題視されるものにはなりにくかった
のである。
　しかし、産業化や都市化に拍車がかかり人びと
が時間の流れを速く感じるようになると、発火し
にくい安全なマッチの出現とあいまって、携行し
やすく短時間に使用できる紙巻きタバコが、映画
館や劇場さらには交通機関など都市を中心に不特
定多数の人が集まる場所で使用される機会が増え
はじめた。このため、他人が吸うタバコの煙に嫌
悪感を覚える人が増加し、例えばレストランでは
「嫌な気分になることなく食事を楽しめる非喫煙
者などほとんどいない」状況が生じるようになっ
た。42 当時、公の場における喫煙は、健康問題と
いうよりも目や鼻や喉に不快な刺激を与える「迷
惑行為」として取り上げられることが多く、特に
飲酒と喫煙に反対する「改革者」たちによって問
題視されたのである。43

　例えば、「女性キリスト教禁
テンペランス・ユニオン

酒同盟」の活動家
で敬虔なキリスト教徒のホワイト(Ellen White)は、
「喫煙は嫌悪すべき行為で、ほかの人たちにとっ
ては非常に迷惑なものです。酒とタバコの悪臭が
充満する列車のなかや室内に留まるのは、危険で
はないのですが不快極まりないことです」と講演
で語っている。また、前節でも触れたジョーダン
は1912年発行の『禁酒教育季刊誌』のなかで、タ
バコの煙は「それ（煙）に無頓着ではいられない
人の目や鼻や肺を激しく攻撃する」と嫌悪感を述
べて、公の場における禁煙措置を提唱した。やは
り、反紙巻きタバコ運動の活動家で1906年に成立
した「純

ピュア・フード・アンド・ドラッグ・アクト

良食品薬品法」の草案作りへ中心的に
関わった化学者ワイリー (Harvey Wiley)も、「周囲
にいる人たちに誰彼となく不快なタバコ煙と臭い

息を吹きかける権利を、いかなる者に対しても絶
対に認めてはならない」と述べながら、同様の措
置を求めたのである。44

　実際、紙巻きタバコが流行しはじめると、ジョー
ダンやワイリーのような反タバコ派は不特定多数
の人が集まる場所での喫煙を規制するため、いく
つかの州で立法化を試みるようになった。例えば
サウスカロライナ州では、1920年に飲食店での禁
煙を義務化する法案が州議会上院を通過したが、
下院で否決されている。またミネソタ州では、飲
食店以外にも劇場や鉄道の駅や列車そして公共の
建物内での喫煙を禁止する法案が、議会で審議さ
れたものの成立はしなかった。
　その一方で、反タバコ派のなかには喫煙がたん
なる迷惑行為としてではなく火災の原因になるこ
とを憂慮する者も多く、ミシガン州ではそのよう
な人たちが中心になって、1919年にこれに関連す
る州法を成立させている。それは、ボクシングや
レスリングの試合会場―当時の興行はひとたび
着火すると瞬く間に燃え広がるテント張りの会場
でしばしば行われていた―での喫煙を禁止した
もので、周囲にいる人が感じる煙による不快感へ
の配慮から提案されたわけではなかった。また、
それより数年前のニューヨーク州では、混み合っ
た場所で衣服を焦がして火傷につながる事故を憂
慮して、列車やフェリーボートなどの交通機関や
その関連施設において、喫煙を禁止する措置が行
政命令によってとられていたのである。45

　これらの事例から見えてくるのは、公の場での
喫煙が規制の対象となるには、周囲にいる人が不
快を感じるだけでは不十分で、火災や火傷のよう
な「実害」が認識されなければならなかったこと
だ。46 したがって、伝統的に自由を尊重してきた
アメリカにおいて喫煙は公の場でも認められてき
たため、受動喫煙の問題が本格的に議論されるの
は、それによる健康被害が問題視されるようにな
る20世紀中頃以降のことであった。当初、喫煙者
が自ら吸い込む主流煙に注目は集まったが、その
後副流煙に曝される非喫煙者の健康被害も、徐々
に研究の対象となっていったのである。
　古くから、タバコ煙は近くにいる人の「目を刺
激して潤ませたり違和感を感じさせるほか、咳、
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鼻水、息苦しさ、頭痛、喉の痛みを引き起こす」
と観察や経験に基づいて言われてきた。しかし
1960年代になると、このような症状に関する研究
が行われ、「迷惑行為」の実態が明らかにされは
じめた。例えば、タバコ煙に曝される非喫煙者
は「暖かく乾いた空気のなかで不快感を最も感じ
る」とか、「喫煙者自身は目に不快な刺激を感じ
るが、非喫煙者は目よりも鼻にそれを感じる」と
いう調査結果が、1966年にジョウハーンソン(C. R. 

Johansson)とロンゲ(H. Ronge)によって発表され
た。47 

　またスピア(F. Speer)は、1968年に441人の非喫
煙者を対象に聞き取りや皮膚の反応テストを行っ
てタバコ煙の影響を調査したが、このときアレル
ギー反応を引き起こしたことのある非喫煙者に焦
点が当てられた。彼によると、アレルギー歴のあ
る人もない人も、タバコ煙による目の不快感に
関してはともに70%が経験したとしているが、そ
のほかの症状については、鼻の不快感では67%対
29%、頭痛では46%対31%、咳では46%対25%など、
アレルギー歴がある人のほうがない人よりも高い
割合を示したのである。48

　アレルギー体質以外に、持病の有無を考慮に入
れた調査も行われたが、とりわけ冠状動脈性疾患
や喘息などを患っている人ほどタバコ煙に対して
敏感に反応したり、深刻な影響を受けることが指
摘された。例えば冠状動脈性疾患の患者の場合、
2時間にわたり15本の紙巻きタバコの煙に曝され
ると、「安静時の心拍数増加、血圧の上昇、血液
による酸素運搬能力の低下のほかに、運動時に狭
心症を引き起こしやすくなる」と警告された。49 

　また、カナダでも眼科医や耳鼻科医が中心に
なって、1977年の夏に426人の成人を対象とした
調査がなされた。対象者には非喫煙者だけではな
く喫煙者や元喫煙者も含まれており、「タバコ煙
に曝されたときの流涙、目に感じる痛みや違和感、
ぜいぜいという荒れた息づかい、そして鼻漏など
の症状」に関して聞き取りが行われた。興味深い
結果として、例えば喫煙者は自ら出す煙よりも他
人による煙のほうが涙がでやすいこと、また鼻漏
に関しては非喫煙者によく見られる症状であるこ
となどが報告されている。やはり持病をもつ人へ

の影響が大きいことも述べられているが、ここで
は花粉症についても言及された。50

　さらに、呼吸器疾患に焦点を当てた研究も進
められたが、これに関しては、ホワイト(James 

White)とフローブ(Herman Froeb)によって1980年
に発表された論文「長時間タバコ煙に曝される非
喫煙者に起こる小気道機能障害」が、代表的なも
のとしてしばしば引用されている。彼らは二つの
仮説、すなわち職場で長時間タバコ煙に曝される
非喫煙者の小気道の機能が、曝されない者のそれ
よりも低下すること、そして小気道の機能障害の
程度が、タバコ煙との接触時間の長さに比例して
悪化することを証明しようとしたのである。
　当初の調査対象者5,210人から、肺や心臓に病
歴のある人、仕事において埃や有毒な煙に曝され
たことのある人、大気汚染指定地域に居住してい
た人などを除いた3,002人が、タバコ煙を吸い込
む度合いによって六つのグループに分けられ、肺
活量やそのほかの検査によって呼吸器系器官の機
能が比較された。その結果、小気道機能障害に
関しては「タバコ煙が充満した環境で仕事をする
非喫煙者は、肺まで煙を吸い込まない喫煙者や1

日10本までの紙巻きタバコの煙を吸い込む喫煙者
と、ほぼ同じ程度の損傷リスクを負って」おり、
「当然、［煙に］曝される時間が長いほど肺の機能
は低下する」と結論づけられたのである。51

　このような受動喫煙に関する研究は、1970年代
末までそれほど多くなかったが、1981年に28編の
論文が発表されたあと増えはじめ、1989年にはそ
の数は213編になった。首都ワシントン郊外のベ
セズダ市にある生物医学関係の論文や著作の所蔵
規模では世界最大級の「国

ナショナル・ライブラリー・オブ・メディスン

立医学図書館」では、
1981年に「タバコ煙汚

ポルーション

染」という分類項目が新た
に設けられたが、これは当時の受動喫煙に対する
関心の高まりを示すものであった。52

Ⅳ：受動喫煙と肺ガンの関係　

　1980年代に入って、非喫煙者の多くは受動喫煙
が原因とされる健康被害に注目するようになり、
なかでも肺ガンを取り上げた話題は、それが治癒
困難な病気であると考えられていたため、彼らに
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衝撃を与えることとなった。そのきっかけは、日
本人疫学者のヒラヤマ(Takeshi Hirayama＝平山雄)

によって、1981年に発表された「大量喫煙者を夫
にもつ非喫煙妻の肺ガンに関する危険性―日本
からの研究報告―」という論文であった。この
論文はイギリスの権威ある医学専門誌に掲載され
たため注目を集め、アメリカでも『ニューヨーク・
タイムズ』紙などがその内容を社説や記事で紹介
している。
　ヒラヤマの研究は、1966年から79年まで行われ
た聞き取り調査によって蓄積されたデータを分析
してなされており、喫煙者を夫にもつ喫煙しない
妻が肺ガンで死亡する事例を取り上げたことで、
日米だけではなく世界中の家庭で起こりうる危

リスク

険
として注意を喚起するものになった。この研究で
は40歳以上で非喫煙者の既婚女性91,540人が対象
になったが、そのうち肺ガンで亡くなった174人
について分析が行われた。このとき、夫は（A）
非喫煙者、（B）元喫煙者もしくは1日19本までの
喫煙者、（C）1日20本以上の喫煙者という三つの
グループに分類され、それぞれのグループにおけ
る妻の死亡状況が比較されている。結果は、（A）
を基準（1.00）とした場合、（B）は1.61、そして（C）
は2.08というように喫煙量が増加するにつれて肺
ガンで死亡する割合も高くなるというものだっ
た。さらに、一緒にいる時間が比較的長い農業に
従事する夫婦の場合、それ以外の職業従事者より
も妻の肺ガン死の割合は約1.4倍になることもつ
けくわえられている。53

　ヒラヤマ論文が発表された1981年に、後にハー
バード大学で教鞭をとることになるギリシャ人疫
学者トリチョポウロス(Dimitrios Trichopoulos)も、
アテネ大学の同僚やハーバード大学の研究者仲間
と、規模は小さいが類似の調査を行い結果を公表
している。彼らは、1978年9月から80年6月までの
間に肺ガンを発症させてギリシャ国内の病院へ入
院した既婚女性51人のうち喫煙者を除く40人を対
象にして、それぞれの夫の喫煙状況を調査した。
その結果、非喫煙者である妻が肺ガンで死亡す
る割合は、夫が非喫煙者である場合を基準（1.0）
に比較すると、1日20本以内の喫煙量では2.4倍、
それ以上では3.4倍になるとしたが、この数値は

ヒラヤマ論文よりも高かった。54

　さらに1981年、疫学者のガーフィンケル
(Lawrence Garfinkel)も論文「非喫煙者の肺ガン死
についての期間動向と受動喫煙に関する報告」を、
国の専門機関である「国

ナショナル・キャンサー・インスティチュート

立 癌 研 究所」が発行
する学術雑誌に発表した。彼の研究は二つの追跡
調査をまとめたもので、ヒラヤマよりも長い17年
半という期間にわたり多数の非喫煙者を対象とし
て行われた。しかし調査結果は、喫煙者と非喫煙
者の夫をそれぞれもつ喫煙しない妻が、肺ガンに
よって死亡する割合に目立った違いはないとい
う、ヒラヤマやトリチョポウロスたちとは異なる
結論になったのである。55 当時、ガーフィンケル
は「アメリカ癌

キャンサー・ソサエティ

協会」で疫学部門の責任者を務
めており、タバコの主流煙が喫煙者自身の健康に
およぼす影響については認めていたが、受動喫煙
については懐疑的であった。
　一方、これらの統計学的調査と並行して、屋
内に浮遊する粒子量を測定することで、受動喫
煙の危険性を指摘しようとする研究も行われた。
そのなかで注目されたのは、1980年5月の『サイ
エンス』誌に掲載された環境保護庁に勤務する
アメリカ人物理学者リペイス(James Repace)と、
「海

ネイヴァル・リサーチ・ラボラトリー

軍研究試験所」の理論化学者ローウェイ(Alfred 

Lowey)による共著論文「屋内の空気汚染とタバコ
煙と公衆衛生」であった。彼らは、粒子状物質の
重量濃度を測定できる粉塵計を使い、実際にバー
やレストランやボーリング場などさまざまな場所
へ出向き、そこで浮遊するタバコ煙の粒子量を計
測したのである。56

　測定調査の結果として、例えば夜間の8時間を
週5日、そして年間50週にわたり換気が不十分な
ナイトクラブで演奏を行い、昼間は喫煙するルー
ムメイトと一緒に暮らすタバコを吸わないミュー
ジシャンの場合、その人物は1日27本の紙巻きタ
バコを自ら喫煙するのと同じ量の発ガン性粒子を
吸い込む可能性があると論じられた。そして、「屋
内でのタバコ煙による空気汚染は、非喫煙者の健
康に大きな危険性をもたらすことが明白であるた
め、野外での大気汚染と同じように注視されなく
てはならない」と、リペイスとローウェイは警告
したのである。57
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　1980年以降あいついで発表された受動喫煙に警
鐘を鳴らす論文を、深刻に受けけ止めたタバコ業
界からの反応はすばやかった。彼らは数百万ドル
の資金を使って、直ちにそれを否定する意見広告
を『タイム』、『ニューズウィーク』、『ピープル』
などの雑誌や、全国の主要新聞に掲載した。この
ような対応を主導したのは、業界の利益代表とし
てロビー活動を行っていた「タバコ協

インスティチュート

会」と、
広報活動を担当していた「タ

カウンシル・フォー・タバコ・リサーチ

バコ研究評議会」で
あった。これらの組織は、ヒラヤマの主張に反駁
する論文の執筆を、例えば疫学研究者のマンテル
(Nathan Mantel)などへ依頼し、「研究成果」をタ
バコ協会が発行する雑誌などで発表した。
　また、先ほど触れたガーフィンケルの論文も引
用されたが、彼自らが問題点として挙げた喫煙本
数が多い人も少ない人も区別していないなど、曝
されるタバコ煙の量への配慮が不十分であった点
は、当然のことながら言及されることはなかった。
そして、ガーフィンケルという個人よりも、彼が
所属するアメリカ癌協会や、論文を掲載した医学
専門雑誌を発行する国立癌研究所を強調すること
で彼の論文への権威づけを試みるなど、タバコ業
界は受動喫煙と肺ガンの関係を曖昧にするための
広報活動を行ったのである。58

　この時期のタバコ業界は、副流煙の危険性に関
して「いまだ証明されておらず、さらなる研究が
必要である」とするガーフィンケルのような研究
者を必要としていた。そこで業界は、同じスタン
スをとる例えば「アメリカ健

ヘルス・ファウンデーション

康基金」の創設者
であるウィンダー (Ernst Wynder)やピッツバーグ
大学の病理学者フィッシャー (Edwin Fisher)など
の論文を、自らが発行する出版物のなかで引用す
ることによって、受動喫煙の問題が大きくならな
いよう沈静化に努めた。当時、タバコ研究評議会
が発行する広報誌などに「紙巻きタバコ喫煙は非
喫煙者に病気を発症させるとしばしば語られる
が、このことは科学的にまったく検証されていな
いし証拠もない」というメッセージがしばしば登
場した。ある調査によると、このメッセージの内
容が受けけ入れられたか否かは別にして、アメ
リカ国民の実に80%へ伝えられたことになってい
る。59

　このように、1980年代には受動喫煙についての
研究、特に肺ガンとの関係を論じたものが、現
代タバコ戦争における重要な争点になっていた
のである。そのようなおり、1986年にクープ医務
長官は蓄積されてきた研究成果を踏まえて、恒例
の『喫煙が健康におよぼす影響』という報告書を
発表したのであるが、今回は“smoking”のまえに
“involuntary”が書きくわえられて「受動喫煙」を
特集するものになった。60

　1964年以降、歴代の医務長官が毎年のように発
表してきた喫煙に関する報告書のなかで、初めて
受動喫煙が触れられたのは1972年だった。前節で
取り上げたジョウハーンソンとロンゲやスピアに
よる研究もそこで取り上げられているのだが、当
時受動喫煙の危険性が注目されることはあまりな
かった。その理由として、この報告書では肺ガン
など具体的な疾病に言及されることも、また結論
が断定的に語られることもなかった点が挙げられ
る。実際、受動喫煙に関して述べられたのは、(1)

タバコ煙によって汚染された空気は多くの人に不
快感を与える、(2)室内に浮遊するタバコ煙に含
まれる一酸化炭素は法律上許容される最大量にほ
ぼ等しく、人体に悪影響をおよぼすかも知れない、
(3)動物実験では肺や心臓の細胞組織や機能に障
害が見られたが、同じことが人間に当てはまるか
は現在のところ解明されていないというもので、
(1)以外は曖昧だった。61

　その後、「ガン」を特集した1982年と、「慢性閉
塞性肺疾患」を特集した1984年の「公衆衛生局医
務長官報告書」のなかでも受動喫煙は触れられた
が、それらは「［1972年の報告書と比較して］非
喫煙者が被る健康被害により注目しているもの
の、断定的な結論を導き出すにはデータが不足し
ていた」ため、やはり曖昧な内容であった。62 し
かし1986年の報告書において、受動喫煙に対する
厚生省の見解が、ようやく明確な文言によって示
されたのである。この報告書はまずヒラヤマとト
リチョポウロスの論文を紹介し、その後多くの研
究に言及したため600頁を超えるものになったが、
結論は以下の3点に集約された。それらは、(1)受
動喫煙は健康な非喫煙者にとって肺ガンを含む
疾病の原因になる、(2)喫煙する親をもつ子供は、
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非喫煙の親をもつ子供よりも呼吸器疾患の発症頻
度が増し、年齢とともに肺も成長するが機能の向
上はともなわない、(3)同じ空間で、喫煙者と非
喫煙者を単純に分離しただけでも、非喫煙者が環
境タバコ煙に曝される状況は緩和されるが、完全
に逃れられるというわけではない、というもの
だった。63

　この報告書は、その数週間後に発表された
「全

ナショナル・アカデミー・オブ・サイエンスィズ

米科学アカデミー」による報告書『環境タバ
コ煙―曝される煙の分量計測と健康への影響評
価―』とともに、受動喫煙の危険性に大きな警
鐘を鳴らすものとなった。ちなみに、全米科学ア
カデミーの報告書は本文337頁からなり、医務長
官によるものと同様に、受動喫煙に関する多くの
研究結果を検討評価したものであった。言うまで
もなく、これら二つの報告書は「この問題（受動
喫煙）に関する論争を終わらせるための科学的根
拠」となり、その結果非喫煙者は受動喫煙によっ
て健康被害を受ける可能性が高いという考え方
が、社会に定着するようになったのである。64

おわりに

　喫煙による健康被害が広く警告されはじめた
1950年代の初旬、信頼を十分に勝ちとるところま
で達していなかったこれに関する医学的および科
学的研究の成果は、1980年代にはもはや否定され
ることのない「事実」として、大多数の国民に受
け入れられるようになった。そのような状況で、
新たに注目されはじめたニコチンの依存性と受動
喫煙の危険性という二つの問題についての研究結
果を、タバコ業界は避けて通ることができなく
なっていた。これらの問題によって、業界を取り
巻く環境が一層厳しいものになったことは、国内
での紙巻きタバコ消費量の減少という形で現れて
おり、具体的には1980年に国民1人あたりの紙巻
きタバコ消費量は年間約3,800本であったものが、
その後の10年間で約3,000本へと減少している。65

　1980年代、アメリカ社会では「フィットネス」
という言葉がしばしば語られ、暴飲暴食や喫煙を
控える一方で、ジョギングを行いスポーツ・ジム
へ通う健康志向の人たちが目立つようになった。

当時、「ヤッピー」と呼ばれた専門知識をもつ若
いエリート集団による健康と自己イメージへのこ
だわりも、このような社会風潮を後押ししたもの
と考えられる。ある雑誌で語られた「太ったヤッ
ピーなんかいやしない」というフレーズは、彼ら
が信奉する生活スタイルを象徴する言葉でもあっ
た。66

　そのような時代に、「現代タバコ戦争」は新た
な局面に入ったのである。ニコチンの依存作用と
受動喫煙の危険性を多くの国民が認識するように
なった1980年代、喫煙は「自発的で自由な行為」
であるとタバコ会社が主張しつづけることは、も
はや困難になっていた。すなわち、ニコチンに関
する研究の成果は、タバコ使用者に「自発的」で
はなくなかば「強制的」にタバコを求めさせてい
ると考える人を増やしたし、受動喫煙に関する研
究の成果は、喫煙がどこででもできる「自由な行
為」だという主張を受け入れない世論を生みだし
た。
　これにともなって、タバコ広告をより厳格に
規制したり反タバコの啓蒙活動を一層活性化さ
せることによって、特に若い人たちに喫煙を始
めさせないよう働きかけが強められた。また、
不特定多数の人が集まる屋内空間から紫煙を締
めだし、そこを清浄な空気の空間にすることを
求めた活動が、多くの州や自治体において立法
―屋

クリーン・インドア・エアー・アクト

内清浄空気法―を制定させた。連邦レベ
ルでも、飛行機や長距離バスなどの州際交通機関
や連邦政府関連施設において、禁煙措置がとられ
るようになった。一方タバコ業界は、喫煙が自発
的で自由な行為であるという従来の主張を控えざ
るをえなくなり、新たにそれは喫煙者の「権利」
だと語りはじめたのである。このような業界によ
る主張の変化は、彼らが明らかに守勢に回ったこ
とを意味しており、現代タバコ戦争の転換点を示
すものであった。
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